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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，職域における臨床心理専門職養成のための新しい教育プログラムを開発し
，その効果を科学的に検討することである。欧米における産業保健心理学の専門コースの教育プログラムの内容や，国
内の大学院における既存の教育プログラムなどを参考に試作した教育プログラムを，大学院生に講義形式および実習形
式にて提供した。分析の結果，職場のメンタルヘルスに関する知識，産業領域に関する興味・関心の程度，大学院修了
後に産業臨床に関する活動に携わりたいと思う程度のいずれも，教育プログラム受講後に有意に上昇することが明らか
になった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop the new occupational mental health 
education program in the course of clinical psychology and to evaluate its effects on their knowledge and 
interest of occupational mental health and intention to be an occupational mental health specialists. New 
education program, which was developed based on preceding studies, was provided for graduate students 
with lecture and practice. Results indicated that all indices were significantly increased after 
conducting the education.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 教育　職場　メンタルヘルス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 わが国における臨床心理専門職の養成は，
財団法人日本臨床心理士資格認定協会の指
定する臨床心理士養成のためのカリキュラ
ムに基づき，本財団の認可を受けた指定され
た大学院・コースにおいて実施されている。
このカリキュラムは，大きく分けて，臨床心
理学特論などの講義系科目，臨床心理査定演
習などの演習系科目，臨床心理実習などの実
習系科目から構成されている。 
 臨床心理専門職の活躍する領域は，教育，
医療・保健，福祉，司法・矯正，労働・産業
など多岐にわたっている。そのため，大学院
のカリキュラムにおいては，これらの分野を
まんべんなく網羅することが望ましいとい
えるが，実際には教育領域におけるスクール
カウンセラーや医療・保健・福祉領域におけ
る心理療法士に対する社会的ニーズなどを
背景に，教育，医療・保健，福祉領域に関す
る講義や実習が多く取り上げられている。一
方，職域における臨床心理専門職の養成プロ
グラムは，現段階ではほとんど行われていな
い状況にある。 
 海外では，米国および欧州において，「産
業 保 健 心 理 学 (Occupational Health 
Psychology)」という学問分野が確立され，
各地に産業保健心理学を専門的に学ぶ大学
院課程が設置されている。産業保健心理学と
は，臨床心理学に限らず，認知心理学，健康
心理学などの幅広い心理学(Psychology)の
さまざまな知見を産業保健(Occupational 
Health)に活用し，組織や労働者の安全や健
康を保持・増進させようとする学問分野であ
る。米国では，米国心理学会（American 
Psychological Association）および国立の
機関である米国国立労働安全衛生研究所
（ National Institute for Occupational 
Safety and Health）の支援を受けて，米国
を中心とした 17 の大学院において産業保健
心理学の専門コースが設置されている。また，
欧州では，英国政府の支援によって European 
Academy of Occupational Health Psychology
が設置され，現在のところ英国，オランダの
2 ヵ国の大学院において，産業保健心理学の
専門コースを設置するに至っている。産業保
健心理学と，わが国の職域における臨床心理
専門職の育成とは，完全に一致するものでは
ないものの，米国や欧州において組織的に行
われている産業保健心理学の教育プログラ
ムの大部分は，わが国の職域における臨床心
理専門職養成のための教育プログラムを作
成する際に非常に参考となる。 
 現在，わが国における産業保健の分野では，
メンタルヘルスに関する関心やニーズの増
大に伴い，特に大規模事業所やEAPを中心に，
臨床心理士などの臨床心理専門職の導入が
増えつつある。活動内容は多岐に渡るが，大
部分はカウンセラーとして，労働者個人に対
する相談援助業務を担当している。下光
（2004）の調査によれば，これらの臨床心理

専門職は，事業所の約半数に配属されている
ことが示されている。その割合は非常勤産業
医，常勤看護師・保健師に次いで高い。この
ことから，多くの事業所では臨床心理専門職
が産業保健活動を推進する重要な担い手の
一員となっていることが推察される。 
 職場でのメンタルヘルス活動を効果的に
推進するための方針を示した，労働安全衛生
法に基づく指針である「労働者の心の健康の
保持増進のための指針」（厚生労働省，2006）
によれば，臨床心理専門職は，事業所内にお
いてはいずれも「心の健康づくり専門スタッ
フ」の一員として位置づけられる。本指針に
おける心の健康づくり専門スタッフの役割
は，「他の事業場内産業保健スタッフ等と協
力しながら，職場環境等の評価と改善，教育
研修，相談等に当たる」こととされている。
「他の事業場内産業保健スタッフ」とは，産
業医，衛生管理者，保健師，人事労務管理ス
タッフなどを指す。本指針から，産業保健に
おける臨床心理専門職に期待される役割と
して，少なくとも「職場環境等の評価と改善」，
「教育研修」，「相談」の 3点を指摘すること
ができる。このうち，「相談」については，
現在の臨床心理士養成大学院において質の
高い教育プログラムが提供されているもの
の，「職場環境等の評価と改善」，「教育研修」
に関する教育プログラムは，ほとんど提供さ
れていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，職域における臨床心理専
門職養成のための新しい教育プログラムを
開発し，その効果を検討することである。教
育プログラムの開発にあたっては，欧米にお
ける産業保健心理学の専門コースの教育プ
ログラムの内容や，国内の大学院における既
存の教育プログラムなどを参考にする。試作
された教育プログラムを大学院生に講義形
式および実習形式にて提供することによっ
て，大学院生の職場のメンタルヘルスに関す
る知識や技術が向上することを科学的に検
証する。 
 
３．研究の方法 
(1)平成 25 年度 
臨床心理士養成大学院へのアンケート調

査を実施する。全国の臨床心理士養成大学院
（専門職大学院を含む）を中心に，産業領域
に関する講義・実習等の有無，具体的な教育
プログラムの内容，カリキュラム以外での職
域における臨床心理専門職養成のための取
り組み（学外における勤務，公開講座の開催
など），産業領域に関する大学院生の興味・
就職状況などに関するアンケート調査を実
施する。また，先駆的な取り組みを実施して
いる大学院については，訪問し，職域におけ
る臨床心理専門職養成のための教育プログ
ラムのさらに具体的な内容を伺うとともに，
現状における課題や問題点などについても



聴取する。 
 
(2)平成 26 年度 
職域における臨床心理専門職養成のため

の教育プログラムの試行および効果評価を
行う。前年度に作成した教育プログラムを，
大学院生を対象に実施する。前年度までの研
究成果をもとに新たな教材を開発し，それを
もとに講義や実習を行う。効果評価には，大
学院生の職場のメンタルヘルスに関する知
識の程度を主要なアウトカム指標として使
用する。職場のメンタルヘルスに関する知識
を問う問題を自作し，大学院生に講義開始前
および講義実施後に回答を求める。また，講
義終了後に産業領域に対する興味・関心がど
のように変化したかや，講義に関する全体的
な感想などについても聴取し，さらなる教育
プログラムの改善に役立てる。 
 
(3)平成 27 年度 
 職域における臨床心理実習についての実
態調査を行う。現役の大学院生，大学院修了
生，産業臨床実習を担当している大学教員，
実習受け入れ先の実習担当者などを対象に，
実施した実習の内容，期間，実習後の大学院
生の産業臨床に関する知識や技術，興味や関
心などの変化，実習における課題などについ
て聴取する。 
 また，3年間にわたる研究の集大成として，
臨床心理専門職向け自主シンポジウムを開
催する。臨床心理専門職や教員向けに新たな
職域における臨床心理専門職養成のための
教育プログラムを紹介し，意見交換を行う場
を設ける。 
 
４．研究成果 
(1)平成 25 年度 
 平成 25 年度は，まず，臨床心理士養成大
学院へのアンケート調査および現地視察を
実施した。全国の臨床心理士養成大学院（専
門職大学院を含む）を中心に，産業領域に関
する講義・実習等の有無，具体的な教育プロ
グラムの内容，カリキュラム以外での職域に
おける臨床心理専門職養成のための取り組
み（学外における勤務，公開講座の開催など），
産業領域に関する大学院生の興味・就職状況
などに関するアンケート調査を実施した。分
析の結果，産業臨床を専門とする専任教員数，
産業臨床に関する講義科目，実習科目，課外
実習，セミナー等の開催，研究所・研究会な
どの設置のいずれにおいても，産業臨床に関
する専門家を養成するには不十分な状況で
あることが明らかになった。なお，本調査結
果の詳細については「臨床心理士養成大学院
における産業臨床教育に関する調査」（広島
大学心理学研究，13 巻，243-249）にまとめ
た。また，先駆的な取り組みを実施している
大学院等を訪問し，職域における臨床心理専
門職養成のための教育プログラムのさらに
具体的な内容を伺うとともに，現状における

課題や問題点などについて聴取した。さらに，
新たな教育プログラム作成に関するディス
カッションを訪問先教員と行うこともでき
た。 
また，海外における産業保健心理職養成の

ための教育プログラムに関する最新情報の
収集も行った。ヨーロッパ産業組織心理学会
および職場の心理社会的要因に関するアジ
ア太平洋専門家ワークショップに参加し，日
本における調査結果を発表し議論するとと
もに，海外における産業保健心理職養成のた
めの教育プログラムに関する最新情報を収
集した。 
 
(2)平成 26 年度 
 前年度までに実施した研究に基づき，心理
学を専攻する大学院生を対象とした，職場の
メンタルヘルスに関する約 20 時間分の講義
を作成した。本講義において取り上げた内容
は，「労働安全衛生や職場のメンタルヘルス
に関する歴史や法規」，「こころの健康づくり
計画の作り方」，「精神障害の労災認定」，「職
場のうつ・自殺対策」，「カウンセリング・コ
ンサルテーション」，「職場復帰支援」，「スト
レスチェック」，「職場のメンタルヘルスに関
する教育研修」，「職場環境改善」などであっ
た。実施に当たっては，講師が一方的に講義
を行うだけでなく，例えばストレスチェック
のフィードバック場面のロールプレイや，職
場環境改善活動の体験など，参加型の要素を
多分に取り入れた。作成した教育プログラム
が職場のメンタルヘルスに関する知識，興
味・関心，志望度を高めるかについて検討す
るため，心理系大学院に所属する大学院生合
計 56 名を対象に，作成した教育プログラム
を実施した。教育プログラムの実施前と実施
後に，職場のメンタルヘルスに関する知識を
問う自作の問題，産業領域に関する興味・関
心の程度，大学院修了後に産業臨床に関する
活動に携わりたいと思う程度を尋ねた。この
うち，すべての教育プログラムを受講し，プ
リテスト，ポストテストの両方に欠損なく回
答した 38 名を分析対象者とした。参加者内
計画の一要因分散分析の結果，上記指標のい
ずれも，教育プログラムの実施によって有意
に上昇することが明らかになった（Table 1）。 
 
Table １.知識，興味・関心，志望度の記述統計量とF値

M SD M SD
知識 5.92 3.87 14.32 5.56  140.53***

興味・関心 4.18 1.01 4.47 0.60      6.61**

志望度 3.53 1.25 3.79 1.09      5.03*
* p <.05　　** p <.01　　*** p <.001

プリテスト ポストテスト F値

 

 

(3)平成 27 年度 
 平成 27 年度は，大学院生を対象に実施し
ている産業臨床実習の実態についてのイン
タビュー調査を行った。インタビュー調査の
対象者は，現役の大学院生，大学院修了生，
産業臨床実習を担当している大学教員，実習



受け入れ先の実習担当者などであった。なお，
実習受け入れ先の大部分は，EAP や精神科ク
リニックなどであった。インタビュー内容は，
実施した実習の内容，期間，実習後の大学院
生の産業臨床に関する知識や技術，興味や関
心などの変化，実習における課題などであっ
た。分析の結果，実習の内容や期間などには
多様性が認められるものの，実習生の産業臨
床に関する知識や技術，興味や関心などは，
実習後におおむねポジティブな方向に変化
していることが明らかになった。 
 また，本年度は 3年間にわたる研究の集大
成として，臨床心理専門職向け自主シンポジ
ウムを，日本心理臨床学会第 34 回秋季大会
において開催した。自主シンポジウムでは，
はじめに社会人などを対象に開講している
東京大学職場のメンタルヘルス専門家養成
コース（U-Tokyo Occupational Mental Health 
Training Program; TOMH），京都文教大学産
業メンタルヘルス研究所産業心理臨床家養
成プログラム，特定非営利活動法人大学院連
合メンタルヘルスセンターにおける教育プ
ログラムについて，ご担当の先生方に概要を
ご紹介いただいた。次に我々の調査結果も紹
介したのちに，指定討論およびフロアの方々
を含めたディスカッションを行った。なお，
本シンポジウムには 65 名程度の方々にご参
加いただいた。 
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